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�愛媛県告示第５０６号
愛媛県県税賦課徴収条例施行規則（昭和２９年愛媛県規則第３８号）

第３条第１項の規定により、令和元年８月３０日次のとおり愛媛県県

税証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更を許可した。

令和元年９月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広
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�愛媛県告示第５０７号
次の保安林の指定施業要件を変更する旨の通知を受けたから、森

林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第

３０条の規定により告示する。

令和元年９月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

上浮穴郡�万高原町（次の図に示す部分に限る。）
２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び�万高原町役場に備え置いて縦覧に供する。）
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�愛媛県告示第５０８号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年法律第

２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

令和元年９月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所
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新 旧
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西条市西支部
支部長
渡辺 克美

１ 売りさばき人住所
西条市広江２４８番
地２

２ 代表者氏名
渡辺 克美

３ 売りさばき所
西条市広江２４８番
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１ 売りさばき人住所
西条市石田５６８番
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南宇和郡愛南町御荘菊川１３３５・１３３７の３（以上２筆について次

の図に示す部分に限る。）

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び愛南町役場に備え置いて縦覧に供する。）
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�愛媛県告示第５０９号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条の２第２項の

規定による届出を審査した結果、次の加入区について、同法第１１２

条第１項の規定による同意があったと認めたので、同法第１１２条の

２第３項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）

第２６条の３の規定により告示する。

令和元年９月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

（中予地方局管内）

中島加入区

�������
�愛媛県告示第５１０号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１３条の２第１項第

１号の規定により、次の加入区について、漁船損害等補償法に基づ

く付保義務の発生（平成２７年９月愛媛県告示第１１４０号）による保険

に付すべき義務は、令和元年９月１２日限り消滅したので、同条第２

項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）第２６

条の３の規定により告示する。

令和元年９月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

（中予地方局管内）

中島加入区

�愛媛県告示第５１１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第３７条第１項の規定に基づき、道路の占用を制限する区域を次のとおり指定する。

その関係図面は、愛媛県土木部道路都市局道路維持課において、告示の日から令和元年９月２７日まで一般の縦覧に供する。

令和元年９月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 道路の種類、路線名及び占用を制限する区域

道路の種類 路 線 名 占 用 を 制 限 す る 区 域

一 般 国 道 １９４号
西条市藤之石字寒風山国有林３８林班か小班から

同市中野甲４７０番９地先まで

一 般 国 道 １９７号
北宇和郡鬼北町大字日向谷１６１６番から

西宇和郡伊方町三崎字ハマ２０００番２まで

一 般 国 道 ３１７号
松山市勝山町二丁目１番地先から

今治市上浦町井口５２８５番１まで

一 般 国 道 ３１９号
四国中央市新宮町上山７２４５番地先から

同町新宮８７４番まで

四国中央市新宮町新宮８７４番から

同町馬立５１番地先まで

四国中央市新宮町馬立５１番地先から

同市三島金子二丁目字金子２１０１番２地先まで

一 般 国 道 ３２０号
宇和島市坂下津甲４０７番１２５から

北宇和郡鬼北町大字下鍵山１１８番まで

一 般 国 道 ３７８号
伊予市下吾川字馬塚９５８番１５地先から

大洲市長浜甲１０１９番２まで

八幡浜市江戸岡一丁目１から

同市矢野町４４９番まで

西予市明浜町高山甲３６８９番から

同町俵津１番耕地６９６番９まで

大洲市長浜甲１０１９番２から

八幡浜市保内町宮内１番耕地５６７番２まで

八幡浜市矢野町４４９番から

西予市明浜町高山甲３６８９番まで

愛 媛 県 報令和元年９月１３日 第３８号
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西予市明浜町俵津１番耕地６９６番９から

宇和島市吉田町立間尻旧陣屋跡内甲１８０２番７２まで

一 般 国 道 ３７９号
伊予郡砥部町千足１３１番地先から

喜多郡内子町内子甲１３５３番３まで

一 般 国 道 ３８０号
喜多郡内子町吉野川２０９２番３から

上浮穴郡�万高原町露峰甲２４９３番５まで

一 般 国 道 ３８１号
北宇和郡松野町大字吉野３９９１番２から

同郡鬼北町大字永野市１３８番６まで

一 般 国 道 ４３７号
松山市中央二丁目２４番１から

同市三津一丁目３０４番地先まで

一 般 国 道 ４４０号
上浮穴郡�万高原町東明神甲２０８７番１から

松山市�谷町乙２９０番３まで
上浮穴郡�万高原町柳井川７７５番２地先から

同町西谷８０９４番地先まで

一 般 国 道 ４４１号
西予市野村町河西１３１８番２から

同市城川町田穂１３８９番２まで

北宇和郡鬼北町大字近永１２３５番から

同町大字出目２４５０番１地先まで

大洲市大洲字片原町６４４番１から

西予市野村町河西１３１８番２まで

西予市城川町田穂１３８９番２から

北宇和郡鬼北町大字近永１２３５番まで

一 般 国 道 ４９４号
上浮穴郡�万高原町渋草２３０２番地先から

同町東川６８番３地先まで

東温市則之内字下徳吉甲６０４番１地先から

上浮穴郡�万高原町渋草２３０２番地先まで
上浮穴郡�万高原町東川６８番３地先から

同町東川４０４６番まで

県 道 川之江大豊線
四国中央市金田町半田字亀松乙２８２番２地先から

同市新宮町馬立４２１０番地先まで

四国中央市新宮町馬立４２１０番地先から

同町三ツ足山国有林４８林班５小班まで

県 道 高知伊予三島線
新居浜市別子山字筏津乙５００番１８地先から

四国中央市金砂町平野山４３３番１地先まで

県 道 新居浜別子山線
新居浜市喜光地町一丁目甲４９２４番１６から

同市別子山字ヲトヂ甲４８４番１地先まで

新居浜市船木字檜之端甲４４７６番４から

同市船木字元船木甲４１５２番１まで

新居浜市別子山字ヲトヂ甲４８４番１地先から

同市別子山字筏津乙５００番１８地先まで

県 道 新居浜角野線
新居浜市繁本町甲７４４番から

同市松原町甲４７８７番５まで

県 道 壬生川新居浜野田線
西条市小松町新屋敷甲１１５３番５から

同市下島山甲１３４５番６地先まで

西条市船屋甲２２９番３から

新居浜市阿島二丁目甲１０１５番８８まで

西条市神拝甲４７０番７から

同市樋之口４４１番５まで

新居浜市阿島二丁目甲１０１５番８８から

四国中央市土居町野田甲１３９２番１地先まで

県 道 壬生川丹原線
西条市三津屋東６８番５から

同市丹原町志川甲１０２２番３まで

西条市周布７３１番５から

同市周布７３７番１まで

県 道 今治港線
今治市片原町一丁目１番１１から

同市別宮町一丁目２番１７まで

県 道 今治波方港線
今治市長沢宇堂之前甲５５９番６から

同市旭町一丁目１００番２まで

愛 媛 県 報令和元年９月１３日 第３８号
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今治市延喜甲３８８番３地先から

同市波方町樋口甲３番地先まで

県 道 大西波止浜港線
今治市大西町星浦甲２７番７から

同市内堀二丁目１８４番１１地先まで

県 道 伯方島環状線
今治市伯方町木浦３４３０番１地先から

同町木浦２７４５番地先まで

県 道 大三島上浦線
今治市大三島町宮浦５７１２番から

同市上浦町井口５２８５番１まで

県 道 北条玉川線
松山市中西外６３番４から

今治市玉川町龍岡下字小川丁１１４番２まで

県 道 松山伊予線
松山市和泉北一丁目９００番１地先から

伊予市上野字松本１２０７番７まで

県 道 松山空港線
松山市南吉田町２７５０番３地先から

同市北藤原町１４番１３まで

松山市南吉田町２７５０番８から

同市南江戸三丁目９１０番３地先まで

県 道 松山港線
松山市高浜町六丁目１６０５番３から

同市三杉町２０８９番２まで

松山市中央二丁目２４番１から

同市大手町一丁目１１番１地先まで

松山市高浜町六丁目１６０５番３から

同市高山町３４５８番５まで

松山市会津町１番４地先から

同市古三津五丁目１２８５番３まで

松山市高山町３４５８番５から

同市三杉町２８７２番１地先まで

県 道 松山港内宮線
松山市高浜町六丁目１６０５番３から

同市内宮町甲５１２番１まで

県 道 松山北条線
松山市勝山町二丁目３番１地先から

同市道後喜多町１３３６番３まで

松山市下伊台町１０４９番から

同市粟井河原４３１番地先まで

県 道 松山東部環状線
松山市鷹子町５２０番４地先から

同市�米窪田町８３５番９まで
松山市高山町３４５８番５から

同市末町甲１３番５まで

松山市溝辺町甲２８６番５から

同市東野一丁目甲６６番７地先まで

松山市石手二丁目甲４６６番２５から

同市鷹子町５２０番４地先まで

松山市�米窪田町８３５番９から

同市小村町３２９番５まで

県 道 伊予松山港線
伊予市下吾川字宮田１３６４番１地先から

松山市三津二丁目４０９番地先まで

県 道 伊予川内線
伊予市下吾川字馬塚１００２番１地先から

東温市南方字竹鼻１６０４番１地先まで

県 道 西条�万線
上浮穴郡�万高原町東川６８番３地先から

同町七鳥２４６５番地先まで

上浮穴郡�万高原町七鳥２４６５番地先から

同町�万５７４番４地先まで

県 道 大洲長浜線
大洲市若宮字ミツコシ１５５７番６から

同市長浜甲１０１９番２まで

県 道 長浜中村線
大洲市若宮字井上３４３番８から

同市若宮字井上３４６番５まで

大洲市長浜町沖浦丙２０８４番から

同市若宮字井上３４３番８まで

県 道 肱川公園線
大洲市肱川町山鳥坂３０番地先から

同町山鳥坂５８６番２まで

愛 媛 県 報令和元年９月１３日 第３８号
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喜多郡内子町平岡甲１３８番２から

同町内子甲８７２番２まで

県 道 小田河辺大洲線
大洲市河辺町植松５４８番１地先から

同市肱川町宇和川７６２番３まで

大洲市河辺町植松９２９番２から

同町植松５４８番１地先まで

県 道 内子河辺野村線
喜多郡内子町五十崎甲１０３０番３地先から

同町平岡甲１３８番２まで

喜多郡内子町平岡甲１３８番２から

大洲市河辺町植松９２９番２まで

県 道 八幡浜宇和線
八幡浜市矢野町４４９番から

西予市宇和町上松葉字黒合１９６番１まで

県 道 八幡浜三瓶線
八幡浜市五反田２番耕地８６８番から

西予市三瓶町朝立字日吉先７番耕地２８７番３まで

県 道 八幡浜港線
八幡浜市字沖新田１５８１番４から

同市字中深１２０８番３まで

県 道 宇和明浜線
西予市宇和町稲生７番３から

同町伊賀上１２５２番まで

西予市宇和町伊賀上２７２０番２から

同市明浜町俵津２番耕地９９８番４まで

県 道 宇和野村線
西予市宇和町卯之町四丁目５２２番から

同市野村町河西１３１８番２まで

西予市野村町阿下７番耕地３４番２から

同町栗木６５４番２まで

西予市宇和町稲生５０番３から

同町卯之町五丁目１０２番１まで

県 道 宇和三瓶線
西予市宇和町下松葉字宮下２０９番１から

同市三瓶町朝立字塩浜１番地４３８番１３７まで

県 道 野村城川線
西予市城川町田穂１３８９番２から

同町嘉喜尾４８１１番４まで

県 道 宇和三間線
宇和島市三間町務田１８０番１から

同町務田９３２番３まで

宇和島市三間町務田７５２番４から

同町曽根９１３番まで

西予市宇和町下川字横野９４番１から

宇和島市三間町務田１８０番１まで

県 道 広見三間宇和島線
宇和島市三間町務田９３２番３から

同市伊吹町１４７０番５まで

北宇和郡鬼北町永野市６４０番３から

宇和島市三間町務田９３２番３まで

県 道 宇和島城辺線
宇和島市津島町岩淵甲１２０２番１から

南宇和郡愛南町城辺乙９９７番まで

南宇和郡愛南町城辺乙９９７番から

同町蓮乗寺１８４番地先まで

県 道 宿毛津島線
宇和島市津島町高田甲２１３４番２から

同町高田甲７９３番１まで

宇和島市津島町御内字境１３耕２番から

同町高田甲３３６番１地先まで

県 道 宿毛城辺線
南宇和郡愛南町垣内５１８番地先から

同町蓮乗寺５２４番地先まで

南宇和郡愛南町脇本８２８番１地先から

同町垣内５１８番地先まで

県 道 平城高茂岬線
南宇和郡愛南町御荘平城４３０２番２から

同町船越９１８番１地先まで

県 道 三島川之江港線
四国中央市妻鳥町字江ノ西３０５２番２から

同町字中足鍋１７７３番１地先まで

県 道 蕪崎土居線
四国中央市土居町蕪崎３１７番１地先から

同町中村１２５８番地先まで

愛 媛 県 報令和元年９月１３日 第３８号

４５６



県 道 国領高木線
新居浜市船木字檜之端甲４６２７番５から

同市東田三丁目乙１１番４まで

県 道 多喜浜泉川線
新居浜市郷一丁目甲２２９番３から

同市郷四丁目甲２４番９地先まで

県 道 新居浜港線
新居浜市一宮町二丁目甲８０６番６から

同市本郷一丁目１９０３番７まで

県 道 新居浜東港線
新居浜市郷一丁目乙１９３番６から

同市東田一丁目甲１２３４番２まで

県 道 新居浜土居線
新居浜市阿島二丁目１０１５番８３から

四国中央市土居町上野甲７９８番１地先まで

県 道 西条港線
西条市神拝甲４７２番２地先から

同市大町１２５９番地先まで

県 道 壬生川港小松線
西条市今在家１４３８番から

同市氷見戊９７まで

県 道 東予港三津屋線
西条市北条１２０６番１から

同市三津屋東５７番７まで

県 道 南川壬生川停車場線
西条市小松町南川甲２３０番４から

同市周布７２９番４まで

県 道 東予玉川線
今治市朝倉上乙１１００番１地先から

同市朝倉上甲２４５７番地先まで

県 道 朝倉伊予桜井停車場線
今治市朝倉北甲４２６番１から

同市長沢甲１０５３番３まで

県 道 波方環状線
今治市波方町樋口字上新田甲１３７２番から

同町馬刀潟甲１番４まで

県 道 今治丹原線
今治市延喜字畑井田甲２４４番１から

同市神宮甲４６４番２まで

今治市古谷甲５５１番１から

同市朝倉上甲２５１６番１地先まで

県 道 宮崎波方線
今治市波方町宮崎乙３３８番６から

同町馬刀潟甲５番５まで

県 道 鈍川伊予大井停車場線
今治市玉川町大野甲１３１番７地先から

同市大西町脇甲８１３番６まで

県 道 弓削島循環線
越智郡上島町弓削土生５２番２から

同町弓削下弓削２０９番地先まで

県 道 岩城弓削線
越智郡上島町生名４４０番地先から

同町弓削土生１６７番まで

県 道 横浜生名港線
越智郡上島町生名４４１番２から

同町生名１８８３番地先まで

県 道 才之原菊間線
松山市才之原甲６６２番７から

今治市菊間町浜１０６番まで

県 道 湯山北条線
松山市粟井河原４３１番地先から

同市下難波甲２３４番１地先まで

県 道 平田北条線
松山市平田町２２３番２から

同市内宮町甲５１２番１まで

県 道 �米垣生線
松山市余戸中六丁目３０７３番３から

同市余戸中二丁目３３２１番２まで

県 道 粟井浅海線
松山市中西内６１４番１から

同市浅海本谷甲２１８番１地先まで

県 道 六軒家石手線
松山市中央一丁目１０番１地先から

同市道後緑台１３４１番１地先まで

松山市道後町一丁目９２８番１地先から

同市石手三丁目甲５５３番２まで

県 道 道後公園線
松山市道後町一丁目９２８番１地先から

同市南町二丁目６１２番１地先まで

県 道 松山市停車場線
松山市湊町五丁目５番１地先から

同市千舟町五丁目７番１地先まで

県 道 松山松前伊予線
松山市空港通一丁目２１２番２から

同市余戸中六丁目３０７３番３まで
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松山市余戸中二丁目３３２１番２から

同市余戸南四丁目３３８９番４まで

伊予郡松前町大字西高柳字宮川原６７番１地先から

同町大字筒井字宗意畑１１１３番３まで

県 道 松山川内線
松山市鷹子町５２０番４地先から

東温市西岡字木原甲９６番７まで

東温市北方字西中村甲２７７７番１地先から

同市則之内字保免乙２５１８番７地先まで

県 道
�米垣生線

伊予松山港線

松山市北井門二丁目１９６番３から

同市北吉田町１００６番３８地先まで

県 道 森松重信線
東温市牛渕字千田８３３番１地先から

同市横河原字音井５２６番１１地先まで

県 道 寺尾重信線
東温市横河原字音井５１８番４地先から

同市横河原字音井５２６番１１地先まで

県 道 美川松山線
東温市下林字枝松甲２０１０番１地先から

同市田窪字海稲１４１６番８地先まで

東温市牛渕字千田８３３番１地先から

同市牛渕字砂子地１０５７番３地先まで

県 道 八倉松前線
伊予郡松前町大字筒井字竹垂木８０３番１地先から

同町大字浜字東州美吉７５２番４地先まで

県 道 砥部伊予松山線
伊予郡松前町大字西高柳字新田１０９番１地先から

松山市余戸南四丁目３３８９番４まで

県 道 広田双海線
伊予市双海町上灘字船屋�保戌３１４番６地先から

同町上灘字外堀甲５７１０番１地先まで

県 道 柳谷美川線
上浮穴郡�万高原町日野浦４５０９番２地先から

同町上黒岩２１５０番まで

県 道 東川上黒岩線
上浮穴郡�万高原町七鳥２４６５番から

同町上黒岩２９０７番地先まで

県 道 鳥首五十崎線
大洲市成能字大地原甲５１７番１から

喜多郡内子町五十崎甲１１９５番１地先まで

喜多郡内子町五十崎甲１１９５番１地先から

同町五十崎甲１６９７番１まで

県 道 八幡浜保内線
八幡浜市大平１番耕地３０６番２から

同市字白浜１５３６番地５地先まで

県 道 三机港線
西宇和郡伊方町三机字大平乙１０６２番１から

同町塩成字ホドノ坂２０３９番１まで

県 道 鳥井喜木津線
西宇和郡伊方町三机乙３３８６番１から

同町九町２番耕地６１１番１３まで

西宇和郡伊方町九町２番耕地６１１番１３から

同町九町３番耕地１１９番６まで

西宇和郡伊方町九町３番耕地１１９番６から

八幡浜市保内町喜木津１番耕地１０６９番４まで

県 道 宇和高山線
西予市宇和町卯之町二丁目４９９番地から

同市明浜町宮野浦乙２番１０まで

県 道 伊予宮野下停車場務田線
宇和島市三間町宮野下５９２番から

同町迫目３３１番まで

県 道 玉津港線
宇和島市吉田町白浦２００３番９から

同町立間字雪森２番耕地１７８３番３まで

県 道 河内立間停車場線
宇和島市吉田町立間２番耕地２２６６番から

同町立間２番耕地７８番１まで

県 道 西谷吉田線
宇和島市三間町則１６８０番から

同市吉田町立間２番耕地２２６６番まで

県 道 下鍵山松野線
北宇和郡鬼北町大字興野 ３々３９番２地先から

同郡松野町大字延野 １々５１０番１地先まで

県 道 小倉三間線
北宇和郡鬼北町大字小倉２０９番３地先から

同町大字清水１１４２番２まで

県 道 �良城辺線
南宇和郡愛南町御荘平城３６３８番４から

同町城辺甲２９３４番地先まで
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公 告

監 査 公 表

�������
�愛媛県告示第５１２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、松山広域都市計画駐車場の

変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に

供する。

令和元年９月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第５１３号
松前町岡田土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維持

管理）の計画の変更は、適当と認められるので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６

項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

令和元年９月１３日

愛媛県中予地方局長 尾 � 幸 朗

１ 縦覧に供するべき書類の名称

� 松前町岡田土地改良区土地改良事業（維持管理）変更計画書

の写し

� 松前町岡田土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

令和元年９月１７日から１０月１６日まで

３ 縦覧場所

松前町役場本庁

�公 告

砂利採取業務主任者試験の実施について

砂利採取法（昭和４３年法律第７４号）第１５条第１項の規定に基づき、

令和元年度砂利採取業務主任者試験を次のとおり実施する。

令和元年９月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験の場所

松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁会議室（第一別館５階会議室）

２ 試験の日時

令和元年１１月８日（金）１０時

３ 受験願書の提出期間

令和元年１０月２日（水）から１１日（金）まで。ただし、郵送に

よる場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

４ 受験願書の請求先及び提出先

愛媛県土木部土木管理局土木管理課又は住所地を管轄する地方

局建設部若しくは土木事務所

�公表第３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

令和元年９月１３日

２ 制限の対象とする占用物件

新たに地上に設ける電柱（占用の制限の開始の期日前に占用を認められた電柱の更新又は移設によるものを除く。）。ただし、電柱を

地上に設けるやむを得ない事情があり、当該道路の敷地外に直ちに用地を確保することができないと認められる場合は、この限りでない。

３ 占用を制限する理由

緊急輸送道路の占用を制限することにより、災害が発生した場合における被害の拡大を防止するため。

４ 占用の制限の開始の期日

令和元年１０月１日

�愛媛県告示第５１４号
次のとおり落札者を決定した。

令和元年９月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

県 道 深浦港線
南宇和郡愛南町深浦１８７９番地先から

同町垣内５１８番地先まで

県 道 猿鳴平城線
南宇和郡愛南町中浦９５番６から

同町御荘平城３９９５番４まで

県 道 中浦西海線
南宇和郡愛南町中浦９８番３から

同町船越１６１１番地先まで

県 道 一本松城辺線
南宇和郡愛南町広見３６２３番３から

同町緑乙７２０番３まで

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

行政情報処理端末機等の借入れ 一
式

愛媛県警察本部警
務部会計課
愛媛県松山市南堀
端町２番地２

令和元年７月３１日
四国通建株式会社
今治市南大門町一丁目
１番地の１５

２，５９６，０００円
（月額） 一般競争入札 令和元年６月１８日
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愛媛県監査委員 本 田 和 良

同 永 井 一 平

同 越 智 忍

同 毛 利 修 三

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

保 健 福 祉 課 平成３０年８月２２日

（監査の結果）

収入未済の生活安定資金貸付金償還金について、適切に債権管理され

たい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１６年度及び１７年度 ５０８者 ４５，０２５，７９０ 平成２９年度決算に
よる

（措置の内容）

未収入金の収入確保については、市町に対し、借受人や連帯保証人へ

連絡等を行い、生活状態等の確認や償還督励を実施し、また、行方不明

者についても追跡調査を行うよう要請してきたところ。

その結果、平成２９年度末の未収入金４５，０２５，７９０円のうち、平成３０年度

中に１０９，１３０円を回収し、１名が完済となった。また、借受人の行方不

明などで回収不能と判断した２名について、２５８，４００円を債権放棄した

結果、平成３０年度末には、前年度より債務者数で３者減の５０５者、収入

未済額で３６７，５３０円減の４４，６５８，２６０円となっている。

なお、令和元年度からは、借受人が時効援用申立てを行った場合は、

連帯保証人への追跡調査・意思確認は行わず、不納欠損処理を行うこと

とした。

今後とも借受人等の生活状況に応じた適切な償還指導により、債権の

整理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

医 療 対 策 課 平成３０年８月２２日

（監査の結果）

１ 看護職員修学資金貸付金償還金について、収入未済額の縮減に、引

き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ０ １，８００，０００ １，８００，０００

２８年度 ０ １，８００，０００ １，８００，０００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ０ ０ ０

２ 収入未済の延滞金（看護職員修学資金貸付金償還金に伴うもの）に

ついて、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２６年度・２７年度 ２者 ６１，０００ 平成２９年度決算に
よる

（措置の内容）

１ 看護職員修学資金貸付金償還金について、下記のとおり未収金が生

じているものであり、文書及び電話等による償還指導に努めている。

年 度 債務者Ａ 債務者Ｂ 計

２２年度 ３８４，０００ ３８４，０００

２３年度 ３８４，０００ ３８４，０００

２４年度 ３８４，０００ ３８４，０００

２５年度 ２１６，０００ ２１６，０００

２６年度 ４３２，０００ ４３２，０００

計 １，１５２，０００ ６４８，０００ １，８００，０００

【債務者への対応状況】

○債務者Ａ

平成２３年度から電話や文書、面談による納付指導を実施したところ、

平成２５年１２月に免除申請したい旨の申し出があり関係書類を送付。そ

の後、関係書類の提出が無いため電話及び文書で指導。平成３０年度も

引き続き指導していたところ、免除に係る必要書類の提出があったた

め、９月に１，１５２，０００円の返還免除を行った。

○債務者Ｂ

電話、文書による督促を実施していたところ、平成２６年５月に、本

人から給与収入の減により返還が難しい旨連絡があった。その後、電

話及び文書で督促を継続しているが電話連絡に応じない状況である。

債務者Ｂについては、今後も本人及び保証人に対して電話及び文書

による督促を行うほか、本人及び保証人の状況を確認し、早期の納付

を働きかけたい。

２ 看護職員修学資金貸付金償還金に伴う延滞金が下記のとおり生じて

おり、文書及び電話により償還指導に努めていたところ、債務者Ａに

ついては、１２月に２，１８８円の返還あり。債務者Ｂに対しては引き続き

償還指導に努めている。

年 度 債務者Ａ 債務者Ｂ 計

２６年度 ２，１８８ １９，１４５ ２１，３３３

２７年度 ３９，６６７ ３９，６６７

計 ２，１８８ ５８，８１２ ６１，０００

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

子 育 て 支 援 課 平成３０年８月２４日

（監査の結果）

１ 児童扶養手当返還金について、納期内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ０ １，２３８，０３０ １，２３８，０３０

２８年度 １９５，４００ １，２２７，７９０ １，４２３，１９０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △１９５，４００ １０，２４０ △１８５，１６０

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金

償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き

続き努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ８，００８，９５２ ２４６，７７３，７７２ ２５４，７８２，７２４

２８年度 ９，７２３，４７６ ２４７，９６４，９０１ ２５７，６８８，３７７
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △１，７１４，５２４ △１，１９１，１２９ △２，９０５，６５３

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

愛 媛 県 報令和元年９月１３日 第３８号

４６０



区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 １９０，５４４ ２０，０５８，８２７ ２０，２４９，３７１

２８年度 ２１０，０４４ ２０，４２５，２０１ ２０，６３５，２４５
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △１９，５００ △３６６，３７４ △３８５，８７４

（措置の内容）

１ 児童扶養手当返還金については、督促など納入指導に努めているが、

令和元年５月末時点で収入未済額は１，０３４，７４０円となっている。

納入指導については、制度の趣旨や返還金の発生理由について説明

を行うとともに、個々の債務者の実態に応じて督促等を継続している。

また、当該返還金は、主に受給者の受給資格に関する届出遅延により

発生していることから、町に対して受給者に対する現況届や資格喪失

届の提出指導、関係部門との連携及び関係公簿等の確認について周知

徹底を図り、今後も返還金の発生の未然防止に努めたい。

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における貸付金償還金については、

資金の貸付申請時において母子・父子自立支援員による制度の十分な

説明と適正な償還計画の指導を行うとともに、償還開始直前には必要

に応じて借受者に償還が始まる旨を連絡するなど、適期収入に努めた。

滞納となったものについては、資金の貸付けの段階から本人への相

談・指導にあたっている県下の母子・父子自立支援員全員の協力を得

ながら、督促状の送付、滞納状況に関する通知及び本人又は保証人へ

の電話、訪問を行うなど償還指導に努めた。

また、平成３０年３月の一斉催告から、一度も償還のない者等、本庁

所管分の３１０件（未納額１４１，９５３，１７４円）について、一斉に催告書を発

出し、収入未済額の減少に努めた。

これらの結果、前年度からの滞納繰越分２７５，０３２，０９５円のうち、８，８

８０，５１０円が平成３０年度内に納入されたが、平成３０年度償還分６，７６６，４２

２円が未収となったことから、平成３０年度末の収入未済額は２７２，９１８，０

０７円となっており、引き続き収入確保と滞納繰越額の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

障 が い 福 祉 課 平成３０年８月２４日

（監査の結果）

収入未済の心身障害者扶養共済年金過払金について、適切に債権管理

されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度、２０年度
及び２９年度 ２者 １５２，０００ 平成２９年度決算に

よる

（措置の内容）

年金受給権者死亡届提出の遅延により発生した心身障害者扶養共済制

度年金の過払分（２件）について、年金受給者の遺族に対し返還を求め

ており、平成１９年度及び２０年度債権は回収済みであるが、２９年度債権は、

３０，０００円が収入未済となっている。

平成２９年度債権については、引き続き市町と連携して、適切に納入指

導を行うこととしたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

企 業 立 地 課 平成３０年８月９日

（監査の結果）

収入未済の企業立地促進事業費補助金返還金について、適切に債権管

理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度 １者 ３４，７９６，０００ 平成２９年度決算に
よる

（措置の内容）

債務者のＣ社は、豚肉の差額関税脱税事件を起こし、国税当局の差押

えを受け、休眠状態となったため未収となっているものであるが、未だ

返納されていない。

今後も社長への定期的な訪問や税関との協議を続けるなど、鋭意、返

還金の回収に努めてまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

労 政 雇 用 課 平成３０年８月９日

（監査の結果）

収入未済の地域改善対策職業訓練受講資金等貸付金償還金について、

適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１７年度 １者 ８，７００ 平成２９年度決算に
よる

（措置の内容）

電話連絡等を行い、未償還金の回収に努めたが、平成３０年度は償還に

至らなかった。

今後とも、催告を継続し、早期完納に向け努力してまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

経 営 支 援 課 平成３０年８月７日

（監査の結果）

中小企業振興資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還金

に伴うもの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２９年度 １者 ６，７４６，４６０ 平成２９年度決算に
よる

（措置の内容）

当該違約金は、平成２９年４月に誓約した分割納付計画に基づき、同年

４月から毎月１５０，０００円を回収し、令和４年２月に完済予定となってい

たところ。

しかしながら、本年５月、貸付先から業績不振を理由に当該分割納付

計画を見直すよう要望があり、やむを得ないと認められることからこれ

を承認することとし、本年１０月を目途に新たな納付計画を策定する見込

みとなっている。

今後とも、関係金融機関と連携して当該企業の事業再生を支援しなが

ら、適切な債権管理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

林 業 政 策 課 平成３０年９月３日

（監査の結果）

１ 林業改善資金特別会計における林業改善資金貸付金償還金について、
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収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ０ ６６，５５２，８９０ ６６，５５２，８９０

２８年度 ８，０００，０００ ６０，７６７，８９０ ６８，７６７，８９０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △８，０００，０００ ５，７８５，０００ △２，２１５，０００

２ 林業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還金に

伴うもの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度～２１年度 ３者 １，０５５，３５５ 平成２９年度決算に
よる

（措置の内容）

１ 林業改善資金貸付金償還金については、近年、林業・木材産業を取

り巻く経営環境が厳しさを増す中、法人の解散による事業の廃止等に

より平成２９年度末で５件６６，５５２，８９０円（件数は実債務者数）の未収金

が生じていた。平成３０年度も債務者の資力等に応じた償還の指導に努

めた結果、年度内に２，１６０，０００円が償還された。令和元年度は、５月

末までに２５８，０４４円の償還があり、令和元年５月末現在の未収金総額

は、５件６４，１３４，８４６円となっている。

今後とも、地方局等を通じて債務者の状況を把握するなど、適正な

債権管理を行い、納期限内の収入確保に努めるとともに、適切な償還

指導により、未収金の早期収入に努めたい。

２ 法人の解散による事業の廃止等により生じた貸付金償還金に係る違

約金については、平成３０年度末で３件１，０５５，３５５円（件数は実債務者

数）の未収金が生じており、いずれも返済資力がなく回収が困難な状

況であるが、債務者の資力等を考慮し、貸付金償還金完済後の納入を

指導しているところである。

今後とも、違約金に係る適正な債権管理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

森 林 整 備 課 平成３０年９月３日

（監査の結果）

１ 県有林経営事業特別会計については、昭和５９年度以降歳入不足額が

生じ、毎年度繰上充用の措置が講じられているところであるが、平成

２９年度末の歳入不足額は２２億９，５１６万円と、前年度より３，６３５万円減少

したものの、平成２９年度の木材価格は県営林経営改善計画策定当時

（平成１１年度）の５割程度まで下落していることから、平成２７年３月

に見直しを行った県営林経営改善計画を着実に実行するなど、今後の

健全な経営に向けて、より一層努められたい。

２ 職員の不注意により公用車による事故（１件）が発生し、当該車両

の廃棄及び相手方工作物の毀損等があったほか、当方に人的被害があ

った。

（措置の内容）

１ 県有林経営事業特別会計は、平成２７年３月に見直した「県営林経営

改善計画」に沿った事業運営を行い、次の新たな改善策を順次推進す

るなど円滑な経営改善に努めている。

�森林を採算林、不採算林に区分し管理。

�分収林の不採算林は無償解約、採算林は契約を延長。

�県有林の採算林は、７０年サイクルの森林を目指す。

�平成２８年度から人員を削減。（４名→３名）

�県有林経営事業基金は処分し、償還金に補填。

�林業躍進プロジェクト等の施策を積極的に推進。

�平成２８年度から償還金に対しても一般会計から繰入。

こうした取り組みの結果、平成３０年度の単年度収支（繰上充用額を

除く。）は３，３９２万円の黒字となり、３０年度末の歳入不足額は前年度

に比べ減少し２２億６，１２５万円となったが、依然として歳入不足が生じ

ていることから、今後も経営改善計画を着実に実行し、財政健全化が

早期に図られるよう鋭意努力して参りたい。

２ 日頃から、交通ルールの遵守はもとより、安全運転の励行と事故防

止について注意喚起を行っているところであるが、監査結果を踏まえ、

再度、交通事故の防止等、綱紀の粛正について職員に周知徹底を行っ

た。

今後も引き続き、職員に対する安全運転意識高揚の徹底を図り、再

発防止に努めて参りたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

漁 政 課 平成３０年９月４日

（監査の結果）

１ 沿岸漁業改善資金特別会計における沿岸漁業改善資金貸付金償還金

について、収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ０ １，８９１，０００ １，８９１，０００

２８年度 ４７０，０００ １，９９７，０００ ２，４６７，０００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △４７０，０００ △１０６，０００ △５７６，０００

２ 沿岸漁業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還

金に伴うもの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２２年度 １者 ９６９，５１７ 平成２９年度決算に
よる

（措置の内容）

１ 沿岸漁業改善資金貸付金償還金については、厳しい漁業経営を強い

られる中、平成２９年度末で２名分１，８９１，０００円の滞納繰越が生じてい

る。これに対して、定期的に本人と面談して、分割による償還を指導

してきた結果、平成３０年度は、うち１名から計８５，０００円、残る１名か

らは９６，０００円を収入した。

今後とも、適正な償還指導を通じて未収金の早期収入に努め、債権

全体の回収に繋げて参りたい。

２ 違約金９６９，５１７円は長期延滞となっており、定期的に本人と面談し、

違約金の早期納入を指導している。当面は、償還金（元本）の完済を

優先させ、早期に違約金の支払いが可能となるよう適正な納入指導を

継続することとしている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

建 築 住 宅 課 平成３０年８月２４日

（監査の結果）

住宅貸付損害金について、適切に債権管理するとともに、収入未済額

の縮減に、引き続き努められたい。
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区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 １，２０４，０３２ ２６，２６４，６００ ２７，４６８，６３２

２８年度 ０ ２８，２５８，４５２ ２８，２５８，４５２
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １，２０４，０３２ △１，９９３，８５２ △７８９，８２０

（措置の内容）

平成２９年度末時点における住宅貸付損害金（１０１名２７，４６８，６３２円）の

退去滞納者に対しては、催告通知等回収に努めたところ、平成３０年度中

に１名から７２２，７００円の入金があり、２６，７４５，９３２円となった。

また、分割納入中の者から２５，８２５円の入金があったため、最終的な過

年度分未収金については１００名２６，７２０，１０７円となった。

なお、新たに提訴した明渡訴訟により退去した者への住宅貸付損害金

４名６４９，２８３円が発生し、うち１名から１１６，９５４円の入金があった。残り

３名についても催告通知等回収に努めたが、結果的に入金等を得ること

が出来ず、平成３０年度末現在で住宅貸付損害金は、１０３名２７，２５２，４３６円

となった。引き続き地方局と連携しながら収入確保に努めるとともに、

より一層の収入未済額の縮減に努めてまいりたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ５３２，３２９ ２６，７２０，１０７ ２７，２５２，４３６

２９年度 １，２０４，０３２ ２６，２６４，６００ ２７，４６８，６３２
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △６７１，７０３ ４５５，５０７ △２１６，１９６

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

教 育 総 務 課 平成３０年８月１７日

（監査の結果）

奨学資金特別会計における奨学資金貸付金償還金について、納期限内

の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ６３，０３５，０００ ２１４，９２７，１００ ２７７，９６２，１００

２８年度 ６１，４７７，０００ １７８，６３０，１００ ２４０，１０７，１００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １，５５８，０００ ３６，２９７，０００ ３７，８５５，０００

（措置の内容）

奨学資金貸付金償還金については、奨学生の新規採用時及び貸与終了

時に、学校長を通じ制度の趣旨や返還義務等を指導するとともに、卒業

後も、新たに返還を開始する者全員に対し、納入通知書発行に先立ち、

文書により納入期限の厳守を指導している。

また、督促・返還指導等を業務とする「奨学生指導員」（非常勤嘱託

３名）と係員が連携し、滞納者本人や連帯保証人等に対する訪問や電話

での返還指導、資力がありながら返還に応じない滞納者に対する法的措

置（裁判所を通じた支払督促や給与等の差し押え）の実施のほか、平成

３０年度からは回収困難な債権を債権回収会社に委託するなど収入未済額

の縮減に取り組んでいる。平成２９年度末現在の未収額２７７，９６２，１００円に

ついては、平成３０年度に４７，０７９，１３４円を収納し、令和元年度への滞納繰

越額は２３０，８８２，９６６円となった。しかしながら、多量採用した時期（平

成２１年度前後）の奨学生が返還期にあることなどにより、平成３０年度に

は新たに９４１件、６５，７５７，０００円の未収金が発生したため、平成３０年度末

現在の未収額は、過年度分と合わせて２９６，６３９，９６６円となった。

今後は、返還指導をより一層徹底し、納期限内の収入確保と収入未済

額の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

人 権 教 育 課 平成３０年８月２７日

（監査の結果）

地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金について、納期限内

の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ３２，４２９，００６ ５６８，１５９，０２２ ６００，５８８，０２８

２８年度 ４３，０６５，８８０ ５４３，４９０，９１６ ５８６，５５６，７９６
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △１０，６３６，８７４ ２４，６６８，１０６ １４，０３１，２３２

（措置の内容）

平成３０年度における地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金

については、６２，１３８，８６６円の調定額に対し、収納額３６，１８６，１５１円となっ

ており、収納率は５８．２％であった。

滞納繰越分については、償還金の未納者に対して、督促状の発行や各

種通知文に未納額を掲載して納入を促すとともに、県担当者が奨学生で

あった者やその保護者と面談するなどして返還指導を実施した結果、平

成３０年度中に１８，１８０，７３２円を収納し、平成３１年３月末現在では５８１，７１４，

９００円となったが、新たに平成３０年度の未収金２５，９５２，７１５円が発生した

ことから、平成３０年度末の収入未済額は６０７，６６７，６１５円となっている。

平成２３年度からはすべての未納対象者に対し「未納状況通知書」を送

付することで、さらに返還を促すとともに、平成２５年度からは奨学生指

導員を１名配置し、市町担当者と連携を密に図り、返還に係る相談者に

も丁寧に対応している。また面接指導の回数を増やすなど係全員体制で

より効果的な運用を図っている。

今後は、さらにきめ細やかな返還指導を徹底し、債務者の返還意識を

高揚させることで、納期内収入の確保と収入未済額の縮減に一層努めた

い。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 総 務 企 画 部 平成３０年７月２７日

（監査の結果）

県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き

努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 １６４，７６５，０４２ ３４１，２４０，３９１ ５０６，００５，４３３

２８年度 １６９，６１４，２３６ ４２４，４５９，７６３ ５９４，０７３，９９９
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △４，８４９，１９４ △８３，２１９，３７２ △８８，０６８，５６６

（措置の内容）

滞納となったものについては、愛媛県徴収確保対策本部において滞納

整理方針及び数値目標を策定して計画的な滞納整理に努めるとともに、

滞納整理強化期間の設定、差押の早期着手と換価処分の促進などを実施

愛 媛 県 報令和元年９月１３日 第３８号

４６３



し、滞納整理に努力した結果、平成３０年度に繰り越した未収入金５０６，００

５，４３３円が令和元年５月３１日現在で２４５，１２７，２９２円に減少した。

平成３０年度現年課税分については、「自動車税納期内納付キャンペー

ン」や、コンビニ収納の利用推進などにより納期内自主納税の促進に努

めるとともに、滞納者に対しては、早期に財産調査を進め、預金、保険、

給与などの差押えを実施するほか、タイヤロックや捜索など積極的に滞

納処分を実施することにより、令和元年５月３１日時点の未収入金は１５９，

２５３，８４０円となった。

今後とも、納税秩序の維持と税収の確保を図るため、県税の納期限内

の収入確保とともに滞納繰越分の整理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 平成３０年７月２７日

（監査の結果）

１ 職員の不注意により公用車による事故が発生（１件）し、当該車両

及び相手方車両の廃車があり県に多額な損害を与えた。

２ 生活保護費戻入金について、収入未済額の縮減に、引き続き努めら

れたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ０ ２７９，５０５ ２７９，５０５

２８年度 ０ ２９４，５０５ ２９４，５０５
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ０ △１５，０００ △１５，０００

３ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子・父子・寡婦福祉資金

貸付金償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ９，６６６，５６４ ３８，００７，３０１ ４７，６７３，８６５

２８年度 １０，９２５，５０４ ３４，８２６，４１８ ４５，７５１，９２２
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △１，２５８，９４０ ３，１８０，８８３ １，９２１，９４３

（父子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ２３，５００ ０ ２３，５００

２８年度 ０ ０ ０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ２３，５００ ０ ２３，５００

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ２１０，９４９ １，６９５，０７４ １，９０６，０２３

２８年度 ２１９，１８３ １，５５０，３４３ １，７６９，５２６
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △８，２３４ １４４，７３１ １３６，４９７

（措置の内容）

１ 職員が公用車を運転する機会が非常に多い職場であることから、平

素より職員には交通法規の遵守、体調管理に万全を期するよう指導し

てきたところであるが、今後このような事故が発生しないよう、なお

一層安全運転の徹底を促し、交通事故防止に努めている。

２ 生活保護費戻入金については、生活保護費返還金納付計画に基づく

適期収入が図られるよう、滞納者に対し督促状・催告書の送付や臨戸

訪問による納入指導に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越分２７９，５０５円のうち、４２，４８５円が

納入された。

しかしながら、滞納者は生活保護受給者や低額の年金受給者である

ため、計画どおりの返還が困難となったことや、平成３０年度に発生し

た生活保護費戻入金のうち９０，０００円が未収となったため、平成３０年度

の収入未済額は３２７，０２０円となったことから、今後も粘り強く返還指

導を行い、滞納繰越額の縮減に努めて参りたい。

３ 母子父子寡婦福祉資金特別会計の貸付金償還金については、貸付申

請時に母子・父子自立支援員が制度を十分説明し適正な償還計画を作

成するよう指導するとともに、償還開始直前には借受者に償還が始ま

ることを連絡するなど、適期収入に努めた。

また、償還が滞った者には、督促状の送付、滞納状況に関する通知

及び借主（連帯借主）への電話、臨戸訪問による償還指導を行うとと

もに、連帯保証人に対しても借主に対する返済の働き掛けや連帯保証

人自身からの償還を依頼するなど、納入指導に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越分４９，６０３，３８８円のうち、３，８７１，２６

７円が納入された。

しかしながら、償還者の就職難や疾病などによる経済状況の悪化に

より償還が困難となる者が多く、平成３０年度償還分１０，８５７，３０８円が未

収となったため、平成３０年度の収入未済額は５６，５８９，４２９円となったこ

とから、今後とも、借主の生活状況に応じた適切な償還指導を粘り強

く行い、納期限内の収入確保と滞納繰越額の縮減に努めて参りたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 建 設 部 平成３０年７月２７日

（監査の結果）

住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一

層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ４６５，０００ ６，１９１，６００ ６，６５６，６００

２８年度 ３４６，４００ ６，２４２，９００ ６，５８９，３００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １１８，６００ △５１，３００ ６７，３００

（措置の内容）

県営住宅貸付料は、平成２９年度末時点で６，６５６，６００円の収入未済であ

ったが、滞納者や連帯保証人に対し、督促状の送付、呼出し、訪問等を

行い納付指導に努めた結果、滞納繰越金の約７．３％、４８５，２００円（１６名）

の納付があった。また、併せて滞納繰越金の約１５．７％、１，０４６，０００円

（４名）の不納欠損処理を行った。

なお、平成３０年度現年度分の収入未済額が５４９，８００円となったことか

ら、平成３０年度末現在の収入未済額は、前年度に比べ９８１，４００円減の５，６

７５，２００円となっている。

なお、悪質な長期滞納者に対しては、明渡し請求の訴訟を提起するこ

ととしている。

今後とも住宅貸付料の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰

越額の回収に努めたい。
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監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 今 治 土 木 事 務 所 平成３０年７月２３日

（監査の結果）

住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引

き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ７１１，４００ ２，００８，７００ ２，７２０，１００

２８年度 ７２０，９００ ２，７１１，６００ ３，４３２，５００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △９，５００ △７０２，９００ △７１２，４００

（措置の内容）

平成２９年度末時点で２，７２０，１００円（３９名）の収入未済額があったが、

３０年度においても納入促進を図るため、滞納者に対して定期的に戸別訪

問等による納入督促を行った。

また、長期滞納者については、督促状の発送、訪問、電話、呼出し等

での催告、連帯保証人への協力依頼などにより強力に納入指導を実施す

るとともに、悪質な長期滞納者に対しては、住宅の明渡しを請求し訴訟

を提起することとした。

この結果平成３０年度は、滞納繰越金の２７．４％、７４７，４００円（２６名）の

納入があり、併せて６２６，５００円（２名）の不納欠損処理を行った。また、

平成３０年度現年度分の収入未済額が１，０３８，０００円となり、平成３０年度末

現在の収入未済額は、前年度に比べ３３５，９００円減の２，３８４，２００円となった。

今後とも、引き続き納入督促を行い、滞納整理に努めて参りたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 総 務 企 画 部 平成３０年７月２４日

（監査の結果）

収入未済の違約金（電気調達契約に係るもの）について、適切に債権

管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２８年度 １者 １，０３８，２３１ 平成２９年度決算に
よる

（措置の内容）

平成２８年度違約金の納入義務者であるＤ組合は、平成２８年３月９日に

契約解除通知が送付され、平成２８年３月３１日に契約を解除した。

その後、平成２８年４月１５日管轄の裁判所において破産手続が開始され、

平成２８年６月２７日破産管財人に対し、当該収入未済を（公営企業局分と

合わせて愛媛県の）破産債権として届出書を発出した。

平成３０年５月１０日付けで破産管財人から配当額の確定通知があり、当

局の違約金に係る配当金（２４７，３３７円）は、平成３０年６月２１日に公営企

業管理局に振込がなされ、当局へは平成３０年７月３日に配当金の振込が

あった。

平成３０年９月２６日に管轄の裁判所が破産手続終結を決定し、１０月５日

に官報で公告されたことにより、今後の債権回収が不可能となったこと

から、回収不能額（７９０，８９４円）については、平成３１年２月定例県議会

に「権利の放棄」に係る議案を提出し、議決されたため、平成３１年３月

１４日付けで不納欠損処理を行った。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 総 務 企 画 部 平成３０年７月２４日

（監査の結果）

県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き

努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ２５１，７１５，３７２ ５２８，８５９，２６９ ７８０，５７４，６４１

２８年度 ３１９，６８５，８３８ ６２３，０７４，２９４ ９４２，７６０，１３２
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △６７，９７０，４６６ △９４，２１５，０２５ △１６２，１８５，４９１

（措置の内容）

現年課税分のうち自動車税については、「納期内納付キャンペーン」

を実施し、コンビニ及びクレジットカード収納の利用促進により、納期

内納付を促進した。

また、県税の納付（現年分及び繰越分）については、愛媛県徴収確保

対策本部において策定された滞納整理方針及び数値目標に基づき、迅速

な差押の実施と換価処分の促進、税務職員の相互併任等の市町と連携し

た滞納整理の推進など、効果的・効率的な徴収対策を実施した。

さらに、中予地方局では、平成２４年度に設置した「愛媛県特別滞納整

理班」に県内の徴収困難案件や煩雑な公売案件を集約し、時期を逃さず

専門的な滞納処分に取り組んだ。

これらの取り組みの結果、現年度分と滞納繰越分を合わせた収入未済

額は、平成２９年度の７８０，５７４，６４１円から平成３０年度には６３４，１８３，００６円と

なり、１４６，３９１，６３５円、１８．７５％の減少となった。

なお、納期限内納付率は、金額ベースでほぼ前年と同じ９７．６２％であ

るが、このうち自動車税は８６．４８％で、対前年比０．７％増となった。

今後とも引き続き、納税秩序を確立し、税負担の公平性と県税収入の

確保を図るため、納期内納付の促進と収入未済額の縮減に努めて参りた

い。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ２４６，１７４，４８６ ３８８，００８，５２０ ６３４，１８３，００６

２９年度 ２５１，７１５，３７２ ５２８，８５９，２６９ ７８０，５７４，６４１
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △５，５４０，８８６ △１４０，８５０，７４９ △１４６，３９１，６３５

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 平成３０年７月２４日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ２，１０４，２２０ １２，０６１，０９０ １４，１６５，３１０

２８年度 １，８８３，５２５ １０，３９４，７６５ １２，２７８，２９０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ２２０，６９５ １，６６６，３２５ １，８８７，０２０

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金
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償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 １，８７５，６２２ ８，８１７，６５３ １０，６９３，２７５

２８年度 ２，１２０，５４７ ８，７２５，０８４ １０，８４５，６３１
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △２４４，９２５ ９２，５６９ △１５２，３５６

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 １２７，１２８ １，６７８，４１２ １，８０５，５４０

２８年度 １２７，１２８ １，６８３，９８０ １，８１１，１０８
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ０ △５，５６８ △５，５６８

（措置の内容）

１ 生活保護費戻入金の過年度収入未済額については家庭訪問や電話、

文書等で納入指導を行った結果、前年度からの滞納繰越額１４，１６５，３１０

円に対し、１１５，０００円の納入があったが、平成３０年度現年度償環分２，２

７５，４５０円が未納となったことから、平成３０年度末現在の収入未済額は

１６，３２５，７６０円となっている。

滞納者は、生活保護を受給中又は受給していた者で、厳しい生活状

況にはあるが、今後も、家庭訪問や電話、文書等により返還指導を行

い、収入の確保と収入未済額の縮減に努めたい。

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における貸付金償還金については、

貸付申請時に借主（連帯借主）に対し、制度の十分な説明と適正な償

還計画の指導を行うとともに、貸付決定時に連帯保証人に対しても、

制度の説明と償還指導の依頼通知を行うほか、償還開始直前には借主

に償還が始まる旨を通知し、口座振替を勧めるなど納期限内の収入確

保に努めた。

また、未償還者には、借主（連帯借主）に対する督促状・催告書の

送付や滞納状況の通知、電話や訪問による督促とともに、連帯保証人

にも、借主に対する返済の働き掛けや自身からの償還を求めている。

なお、償還不能となった未収金については不納欠損の手続きを行い、

滞納額の縮減に努めた。

その結果、前年度からの繰越滞納額１２，４９８，８１５円を、２，９９３，４７１円

減額することができた。

しかしながら、未償還者には、疾病や不安定な雇用状況等から生活

に困窮し償還が困難となっている者が多く、また、平成３０年度は現年

度償還分２，０２２，１５８円が未収となったことから、平成３０年度末現在の

収入未済額は、１１，５２７，５０２円となっている。

この貸付金償還金は、本特別会計における貸付金の財源であること

から、今後とも、借主の生活状況に応じた適切な償還指導により、納

期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の整理・縮減に努め

たい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 建 設 部 平成３０年７月２４日

（監査の結果）

１ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ６，２３６，６０２ １７，８８１，３３０ ２４，１１７，９３２

２８年度 ６，７９９，５５３ ２０，２２０，０３０ ２７，０１９，５８３
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △５６２，９５１ △２，３３８，７００ △２，９０１，６５１

２ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２８年度 １者 ５，７９４ 平成２９年度決算に
よる

３ 収入未済の河川不法投棄処分費用負担金について、適切に債権管理

されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２９年度 １者 ２４８，４００ 平成２９年度決算に
よる

（措置の内容）

１ 平成２９年度末における県営住宅貸付料滞納分（２４，１１７，９３２円）につ

いては、愛媛県県営住宅家賃滞納整理要領及び愛媛県県営住宅指定管

理者業務仕様書に基づき、本人に対する督促状の送付、電話や訪問に

よる督促、呼出しによる納付指導を行うとともに、保証人に対する納

付指導依頼を行うほか、債権回収業者への収納業務委託により滞納の

解消に努めている。

この結果、平成３１年３月末日現在において、４，８３７，４０２円納付によ

り滞納額が１９，２８０，５３０円に減少した。今後とも住宅貸付料の納期限内

収入に留意するとともに、滞納繰越分についても収入確保に努めたい。

２ 納入義務者は、平成３０年４月２７日に破産手続きが終結し、同年５月

１日付で商業登記簿が閉鎖され、法人格が消滅している。残る収入未

済額５，７９４円については、愛媛県債権管理マニュアルに基づき、適切

な債権管理に努めたい。

３ 納入義務者は、平成３０年４月に保護決定を受け、現在も生活保護を

受給している状況である。

定期的に就労状況等の確認を行うなど、適切な債権管理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中予地方局�万高原土木事務所 平成３０年７月２４日

（監査の結果）

収入未済の違約金及び前払金余剰額に対する利息（いずれも工事請負

契約の解除に伴うもの）について、適切に債権管理されたい。

（違約金）

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２６年度 １者 ２７０，１００ 平成２９年度決算に
よる

（利息）

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２６年度 １者 ２４７，８８５ 平成２９年度決算に
よる

（措置の内容）

平成２６年度違約金及び過払前払金返還利息の納入義務者であるＥ社は、

平成２６年６月２７日に工事続行不能届の提出があり、同日、工事請負契約

を解除した。

その後、平成２６年９月１１日管轄の裁判所において破産手続が開始され
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区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 １，５４７，６１０ ９，７６７，５０４ １１，３１５，１１４

２８年度 ５９８，９１１ ９，５５４，０４７ １０，１５２，９５８
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ９４８，６９９ ２１３，４５７ １，１６２，１５６

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金

償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一

層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ６，３５１，８１９ ２５，８７１，０８０ ３２，２２２，８９９

２８年度 ７，１３２，６２４ ２２，９４４，２０３ ３０，０７６，８２７
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △７８０，８０５ ２，９２６，８７７ ２，１４６，０７２

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 １６３，１０４ ２，５９５，９０６ ２，７５９，０１０

２８年度 １８２，３２０ ２，６３５，１５７ ２，８１７，４７７
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △１９，２１６ △３９，２５１ △５８，４６７

３ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ６４５，７５６ ２，８６４，２７６ ３，５１０，０３２

２８年度 ８２９，７６０ ２，０９４，５１６ ２，９２４，２７６
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △１８４，００４ ７６９，７６０ ５８５，７５６

（八幡浜支局）

（措置の内容）

１ 平成２９年度末において、生活保護費戻入金の収入未済額が１１，３１５，１

１４円であったが、納入指導を行った結果、平成３１年３月末までに未納

額が４０３，２２０円減額となり、最終未納額は１０，９１１，８９４円となった。

未納者は５５名であり、うち２８名は保護を廃止、残り２７名は保護中で

ある。

未納者に対しては、今後も継続して返還指導してまいりたい。

なお、平成３０年度の現年度分の生活保護費戻入金については、次の

とおりとなっている。

３０年度生活保護費戻入金収入状況表

令和元年５月３１日現在

３０年度調定額 収入済額 収入未済額 収入歩合

１０，７２５，４９４円 ５，１４５，８９４円 ５，５７９，６００円 ４７．９％

未納者１８名

２ 収入未済額の縮減を図るため、資金の貸付申請時に借主（連帯借主）

に対し、制度の十分な説明と適正な償還計画指導を行うとともに、

貸付決定時に連帯保証人に対しても、制度の説明と償還指導の依頼

通知を行うほか、償還開始前には借主に対し、口座振替を勧めるな

ど、期限内納付の促進に努めた。

たため、平成２７年１月３０日付けで、当該収入未済を破産債権として届出

書を提出していたところ、平成２８年９月２２日付けで費用不足により破産

手続廃止の決定が確定した。

今後は、愛媛県債権管理マニュアルに基づく適切な債権管理を行いた

い。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 総 務 企 画 部 平成３０年７月１１日

（監査の結果）

県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き

努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ５４，７６５，１４１ ６８，７５７，５２３ １２３，５２２，６６４

２８年度 ５８，７０４，０７０ ９２，７９６，４５２ １５１，５００，５２２
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △３，９３８，９２９ △２４，０３８，９２９ △２７，９７７，８５８

（措置の内容）

平成３０年度現年度課税分については、前年度に引き続き自動車税納期

内納付キャンペーン（街頭啓発）やコンビニ収納・口座振替の推進など

による納期内自主納税の促進に努め、さらに、債権差押・タイヤロック

等積極的な滞納処分を実施したことにより、出納閉鎖時の未収金は４７，９

９４，４８８円となり、前年度に比べて６，７７０，６５３円減少した。

平成３０年度滞納繰越分については、滞納整理方針及び数値目標に基づ

き計画的な滞納整理に努めるとともに、滞納整理強化期間の設定、債権

差押の徹底と換価処分の促進、局独自文書催告など徴収確保に努め、本

局管内（平成２４年度から）及び支局管内（平成２６年度から）において取

り組んでいる「県・市町税務職員の相互併任」による個人県民税等の滞

納案件に係る徴収確保等により、平成２９年度に繰越した未収入金１２３，５２

２，６６４円は令和元年５月３１日現在５６，３６５，４５６円となり、６７，１５７，２０８円減

少した。

これらの取組の結果、現年度分、滞納繰越分を合わせた収入未済額は、

平成２９年度末の１２３，５２２，６６４円から、平成３０年度末には１０４，３５９，９４４円と

なり、１９，１６２，７２０円、１５．５１％の減少となっている。

今後も、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、納期内納付の促

進と収入未済額の縮減に努めたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ４７，９９４，４８８ ５６，３６５，４５６ １０４，３５９，９４４
令和元年
５月３１日
現在

２９年度 ５４，７６５，１４１ ６８，７５７，５２３ １２３，５２２，６６４
平成３０年
５月３１日
現在

差引増減 △６，７７０，６５３ △１２，３９２，０６７ △１９，１６２，７２０

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 平成３０年７月１１日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。
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なお、償還が滞った場合には、借主（連帯借主）に対し督促状の送

付、電話や訪問による継続的な償還指導を行うとともに、連帯保証

人に対しては、借主に対する返済の働き掛けや可能な範囲での支援

を要請したほか、時効援用のあった未収金について不納欠損の手続

きを行い、滞納額の縮減に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越額３４，９８１，９０９円は、平成３１年３月

３１日現在で４，０９０，９８６円の償還があり、滞納者１１１名中１７名が償還済

みとなったほか、６３名からは一部納入を得ることができた。また、

時効援用のあった未収金１，６００，４４６円を不納欠損した。

しかしながら、借主の不安定な雇用状況等から、生活困窮者、多重

債務者など依然として償還困難者が多く、平成３０年度現年度分を加

えた出納閉鎖時（令和元年５月３１日）の償還未済額は３５，３９８，４２５円

（現年度分６，１０７，９４８円、滞納繰越分２９，２９０，４７７円）となっている。

今年度の取り組みとして、滞納者への催告書の送付をするとともに、

日々の母子・父子自立支援員の電話催告等に応じない滞納者に対し

て、同支援員の協力を得て戸別訪問による償還指導や就労情報提供

等を積極的に行っていく。さらに、納付書で納付している償還者に

償還金の口座振替を推進し、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に努めてまいりたい。

また、消滅時効（１０年）を過ぎた主債務者（借主、連帯借主）から

時効援用の申し立てがあった場合、不納欠損処理を行うこととして

いる。

３ 平成２９年度末において収入未済額が３，５１０，０３２円あり、訪問や電話

等による納入指導を行った結果、平成３１年３月末までに３名から、

９２，７５０円納入され、未納額は３，４１７，２８２円となった。

未納者は１６名であり、うち８名は保護中である。

引き続き、未納者に対し粘り強く適切な返還指導を行い、期限内の

収入確保に努めるとともに滞納繰越額の縮減に努めてまいりたい。

なお、平成３０年度の現年度分生活保護費戻入金については、次のと

おりとなっている。

３０年度生活保護費戻入金収入状況表

令和元年５月３１日現在

３０年度調定額 収入済額 収入未済額 収入歩合

１０，１６８，９０６円 ９，９３２，９０６円 ２３６，０００円 ９７．７％

未納者３名

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 産 業 経 済 部 平成３０年７月１１日

（監査の結果）

収入未済の賠償金（公用車事故に伴うもの）について、適切に債権管

理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２２年度 １者 １９１，７７５ 平成２９年度決算に
よる

（八幡浜支局）

（措置の内容）

平成２９年６月２８日に債務者本人が死去したため、法定相続人に対して

相続の意思の確認を行ってきた結果、全相続人の相続放棄を確認したこ

とから、県庁主管課を通じ債権放棄の手続きをした。

結果、平成３１年２月定例県議会において権利の放棄の議決がなされ、

これを受け、３１年３月１５日に不納欠損処理を行った。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 建 設 部 平成３０年７月１１日

（監査の結果）

住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一

層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ３６９，１００ ７０１，８００ １，０７０，９００

２８年度 ３３６，８００ ６６３，０００ ９９９，８００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ３２，３００ ３８，８００ ７１，１００

（措置の内容）

平成２９年度末時点で１，０７０，９００円（１５名）の収入未済額があったが、

滞納者及び連帯保証人に対し、督促状の送付・呼出し・訪問等納付指導

に努めた結果、現年度分（平成２９年度分）３６２，７００円（１０名）の納付が

あり、収入未済額は７０８，２００円（５名）となっている。

今後とも住宅貸付料の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰

越額の回収に努めて参りたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ８７３，５００ ７０８，２００ １，５８１，７００

２９年度 ３６９，１００ ７０１，８００ １，０７０，９００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ５０４，４００ ６，４００ ５１０，８００

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 大 洲 土 木 事 務 所 平成３０年７月１１日

（監査の結果）

職員（１６名）の超過勤務手当について、同一週を超えた週休日の振替

に伴う超過勤務手当及び休日給（平成２９年９月及び１０月分）が２２０，９９７

円の支給不足となっていた。

（措置の内容）

えひめ国体・えひめ大会関係の超過勤務手当・休日給であり、対象１６

名に対して、超過勤務手当・休日給の追給額（計２２１，６６１円）から追徴

所得税額（計３３，０００円）を控除した額（計１８８，６６１円）を、平成３０年５

月１５日付で口座振替により追給した。

また、１名については、振替にかかる超過勤務支給率の誤りが判明し

たため、４６８円を同日付で返納させた。（土木管理課による財務オンラ

イン処理）

今後は勤務日の振替簿とのチェックを確実に行い、支給に際しては管

理職とのダブルチェックを実施する等により、再発防止に努めます。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 八 幡 浜 土 木 事 務 所 平成３０年７月１１日

（監査の結果）

１ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。
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区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ３６７，７００ ７３７，６００ １，１０５，３００

２８年度 ２５９，３００ ９２０，７００ １，１８０，０００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １０８，４００ △１８３，１００ △７４，７００

２ 継続して占用を許可していた占用物件に係る河川占用料（１件）に

ついて、過去３年にわたり未調定（８，４００円）となっていた。また、

継続して占用を許可していた占用物件に係る道路占用料（２件）に

ついて、過去３年にわたり調定不足（２２５円）となっていた。

（措置の内容）

平成２９年度から３０年度に繰り越された１，１０５，３００円については、３０年

度中に行った督促及び不納欠損により、全額解消した。

また、平成３０年度末に新たに発生した収入未済額８５，５００円については、

出納閉鎖後も粘り強い督促等を続けているところである。

今後とも、粘り強く督促を続け、収入未済額の縮減及び納期限内の収

入確保に努めてまいりたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ８５，５００ ０ ８５，５００

２９年度 ３６７，７００ ７３７，６００ １，１０５，３００
令和元年
５月３１日
現在

差引増減 △２８２，２００ △７３７，６００ △１，０１９，８００

２ 河川占用料の未調定分８，２１２円及び道路占用料の調定不足分２２５円

（平成２７～２９年度分）については、過年度調定を行い、すべて収納済

みとなっている。（河川占用料の平成２９年度分については、占用物件

が一部廃止となったため、平成２７年度及び平成２８年度調定額（２，８００

円）から１８８円を減額した２，６１２円を調定している。）

なお、未調定及び調定不足となっているものが他にないか、総点検

を行い、他にはないことを確認したほか、占用料の継続物件の調定手

続において、ダブルチェックはもとより当初占用許可との内容照合を

十分に行うなど、調定誤りの未然防止に努めている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

福 祉 総 合 支 援 セ ン タ ー 平成３０年５月１０日

（監査の結果）

１ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ６，９７４，９３０ ２６，７３８，４００ ３３，７１３，３３０

２８年度 ６，８７０，０７０ ２５，６３９，７５０ ３２，５０９，８２０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １０４，８６０ １，０９８，６５０ １，２０３，５１０

２ 収入未済の非常勤嘱託職員報酬返納金について、適切に債権管理さ

れたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２９年度 １者 ６８，８１４ 平成２９年度決算に
よる

３ 職員の不注意により公用車による事故が発生（１件）し、当該車両

及び相手車両の毀損があり、県に多額の損害を与えた。

（措置の内容）

１ 児童福祉施設入所措置費負担金については、保護者等に対し、措置

の際に負担金の制度を十分説明するなどして、適期収入に努めた。

滞納となったものについては、平成１５年度に制定した「児童福祉施

設入所負担金徴収マニュアル」に基づき、四半期毎に徴収検討会議を

開催し、未納状況について情報を共有するとともに、滞納者の生活状

況や重点的に納付を指導すべき未収金について検討を行い、文書催告

や臨戸訪問等により積極的に滞納整理を行った。

今後とも、保護者との連絡を密にし、収入の確保に努めたい。

区 分

収入未済額（円）

平成２９年１１月３０
日現在

平成２９年度末現
在
（平成３０年度へ
の繰越額）

平成３０年１１月３０
日現在

２９年度 現 年 分 ５，８９６，８８０ ６，９７４，９３０ ６，７７２，０５０

２９年度 滞納繰越分 ２７，０８０，５００ ２６，７３８，４００ ２０，７５１，９６０

計 � ３２，９７７，３８０ ３３，７１３，３３０ ２７，５２４，０１０

３０年度 現 年 分 � － － ５，９０７，４１０

合 計（�＋�） ３２，９７７，３８０ ３３，７１３，３３０ ３３，４３１，４２０

２ 平成３０年４月に債務者の破産手続が開始され、破産債権届出書を管

轄の裁判所に提出し、平成３０年１２月に簡易配当の通知がなされた。

配当見込額は１３，６８６円で、平成３１年１月１０日に支払の予定であるこ

とから、収納の手続きを行い、未収金についての適切な債権管理に努

めたい。

区 分

収入未済額（円）

平成２９年１１月３０
日現在

平成２９年度末現
在
（平成３０年度へ
の繰越額）

平成３０年１１月３０
日現在

２９年度 現 年 分 ６８，８１４ ６８，８１４ ６８，８１４

３ 職員に対する交通安全の職場研修等の実施により、より一層の交通

法規の遵守と交通安全の徹底を図った。引き続き、事故の未然防止

に努めて参りたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東予子ども・女性支援センター 平成３０年４月１６日

（監査の結果）

児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収入

未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 １，２２４，０４０ ７，０９１，０９１ ８，３１５，１３１

２８年度 １，０５６，６３０ １０，８３５，９７１ １１，８９２，６０１
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １６７，４１０ △３，７４４，８８０ △３，５７７，４７０

（措置の内容）

児童福祉施設入所措置費負担金については、保護者等に対して、措置

の際に負担金の制度を十分に説明するなどして、適期収入に努めた。

また、滞納となったものについては、督促状の送付をするとともに、

徴収会議において未納者の状況を把握し、電話催告、戸別訪問を実施し、

収入未済額の縮減に努めている。

今後とも、負担金の適時・適切な収入に留意するとともに、滞納繰越
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（監査の結果）

子ども療育センター利用料金について、納期限内の収入確保と収入未

済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ７７４，０３５ ３，１１１，８０８ ３，８８５，８４３

２８年度 ９３８，６０７ ３，４１９，６２０ ４，３５８，２２７
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △１６４，５７２ △３０７，８１２ △４７２，３８４

（措置の内容）

子ども療育センター利用料金については、保護者等に対し、施設サー

ビス利用の契約締結の際に、利用料金自己負担の制度を十分説明するな

どして、納期限内の収入確保に努めた。また、滞納となった者について

は、督促状・催告書の送付や電話催告のほか、来所の機会（夜間・休日

を含む）による直接面談を行い、早期納入について指導するなど収入未

済額の縮減に努めた。

今後とも、利用料金の適期収入に留意するとともに、収入未済額の縮

減については、保護者等との連絡を密にするなど収入の確保に一層努め

たい。

区 分

収入未済額（円）

平成３０年度へ
の繰越額
（平成２９年度
末現在）

平成３０年１０月
３１日現在 差引増減 備考

滞
納
繰
越
分

～平成２８年度分 ３，１１１，８０８ ２，７０６，２８９ △４０５，５１９

平成２９年度分 ７７４，０３５ ３２８，９６２ △４４５，０７３

計 ３，８８５，８４３ ３，０３５，２５１ △８５０，５９２

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

農 林 水 産 研 究 所 平成３０年５月１５日

（監査の結果）

収入未済の食卵委託販売契約に係る生産物売払収入について、適切に

債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２５年度 １者 １，２２１，７３１ 平成２９年度決算に
よる

（措置の内容）

債務者であるＥ組合の民事再生計画認可決定が、平成２７年３月２０日に

確定し、債権額１，３６７，３２６円（食卵代金１，３６６，４８４円＋延滞利息８４２円）

は１２０，２７８円（食卵代１１９，４３６円＋延滞利息８４２円）に減額され、同額が

平成２７年５月２０日弁済された。さらに、平成２９年９月１１日２５，３１７円（食

卵代）が２回目として弁済された。

また、再生計画認可の決定が確定した後３年が経過したことから、平

成３０年３月２０日付けで再生手続き終結が決定された。

これを受け、債券回収が困難であると考えられるため、県債権管理マ

ニュアルに基づき債権を放棄することとし、平成３１年２月議会において

債権放棄が議決された。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

警 察 本 部 平成３０年８月２７日

分については、面接やケース訪問時を利用して保護者との連絡を密にし、

期限内納入の啓発に努めるとともに、効果的な督促を行い収入の確保に

努めたい。

区 分

収入未済額（円）

平成２９年１２月３１
日現在

平成３０年度への
繰越額
（平成２９年度末
現在）

平成３０年１１月３０
日現在

平成２９年度分 １，０３６，３８０ １，２２４，０４０ １，１６７，８４０

滞納繰越分 １１，７６５，９０１ ７，０９１，０９１ ７，０３７，０９１

計 � １２，８０２，２８１ ８，３１５，１３１ ８，２０４，９３１

平成３０年度分� － － ９６８，４１０

合 計（�＋�） １２，８０２，２８１ ８，３１５，１３１ ９，１７３，３４１

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南予子ども・女性支援センター 平成３０年５月１７日

（監査の結果）

児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収入

未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ２，８２１，６３０ ７，４７３，７９０ １０，２９５，４２０

２８年度 ２，２４５，０３０ ６，４４１，９２０ ８，６８６，９５０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ５７６，６００ １，０３１，８７０ １，６０８，４７０

（措置の内容）

児童福祉施設入所措置費負担金については、保護者等に対して、措置

の際に負担金の制度を十分に説明するなどして、適期収入に努めた。

また、滞納となったものについては、督促状、１２月に催告書を送付す

るとともに、徴収会議を開催し、未納者の状況把握と徴収可能な債務者

の選別を実施、訪問または電話による重点的な納入催告に努めた。

その結果、平成３０年度に繰り越した未収金１０，２９５，４２０円の内、平成３１

年３月末現在１６０，２００円を収納し、１，５８２，７５０円を不納欠損処理した。

今後とも、負担金の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越

分についても、保護者との連絡を密にし、効果的な督促に努め、その縮

減に努めたい。

区 分

収入未済額（円）

平成３０年度への繰越額
（平成２９年度末現在） 令和元年５月３１日現在

平成２９年度分 ２，８２１，６３０ ２，６８６，６３０

滞納繰越分 ７，４７３，７９０ ５，８６５，８４０

計 � １０，２９５，４２０ ８，５５２，４７０

平成３０年度分� － ２，９３２，１４０

合計（�＋�） １０，２９５，４２０ １１，４８４，６１０

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

子 ど も 療 育 セ ン タ ー 平成３０年５月１１日
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（監査の結果）

１ 放置違反金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ２，３９６，０００ ４，３１６，３５６ ６，７１２，３５６

２８年度 ３，０６６，０００ ４，５３１，３５６ ７，５９７，３５６
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △６７０，０００ △２１５，０００ △８８５，０００

２ 延滞金（放置違反金に伴うもの）について、収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ３７７，６２６ ９０２，２００ １，２７９，８２６

２８年度 ４１５，４００ ７８４，３００ １，１９９，７００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △３７，７７４ １１７，９００ ８０，１２６

３ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１７年度及び１９年度 ２者 ８０９，０００ 平成２９年度決算に
よる

４ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（９件）し、当該車

両の毀損があった。

（措置の内容）

１ 放置違反金について、納付期限内の収入確保と収入未済額の縮減に

向けた対策として、督促状や催告書の送付をはじめ、電話による催促、

滞納者の住居地や勤務地へ直接赴いての面接・所在調査等の訪問によ

る催促、会計員の直接訪問による現金徴収及び財産調査に基づく預金

口座及び生命保険契約の解約返戻金の差押え並びに滞納者の勤務先に

対する給料差押え勧告を実施し積極的な回収を実施した。

結果として、平成２９年度未収金６，７１２，３５６円のうち平成３１年２月末

までに３，３１０，０００円を回収し、収入未済額の縮減に努めた。

今後も、訪問による催促活動や所在不明者の追跡調査及び差押え等

の滞納処分を積極的に実施し、収入未済額の縮減に努めたい。

２ 延滞金（放置違反金に伴うもの）について、納付期限内の収入確保

と収入未済額の縮減に向けた対策として、督促状や催告書の送付をは

じめ、電話による催促、滞納者の住居地や勤務地へ直接赴いての面接、

所在不明者への追跡調査の強化、会計員の直接訪問による現金徴収及

び財産調査に基づく預金口座及び生命保険契約の解約返戻金の差押え

並びに滞納者の勤務先に対する給料差押え勧告を積極的に実施した結

果、平成２９年度未収金１，２７９，８２６円のうち平成３１年２月末までに３０６，２

００円を回収し、収入未済額の縮減に努めた。

今後も、訪問による催促活動や所在不明者の追跡調査及び差押え等

の滞納処分を積極的に実施し、収入未済額の縮減に努めたい。

３ 損害弁償金の収入未済額のうち、平成１７年度調定分（収入未済額４２

４，０００円）については、平成１７年１０月に発生の拾得金詐欺事件に係る

損害弁償金であるが、平成２９年度までに損害弁償金５１９，０００円のうち

９５，０００円が収納されている。

債務者は当初から平成２６年７月まで刑務所に収監されており、出所

後は生活保護を受けていたが、平成２７年１１月に再度刑務所に収監され

ていた。平成３０年２月頃に出所したことを確認したため、同年３月に

債務返済の書類を送付したが１度目は不達、同年５月に２度目の送付

を行い受領は確認できたものの未回答のままであった。

平成３０年８月に本人から警察本部に電話連絡があったため、即日面

接を実施し、本人の弁済の意思を確認したことから、誓約書を聴取し

た。現在は損害弁償金を納付できない状況にあるが、今後も連絡を取

り続け、可能な限り早期の納付に努めさせることとする。

平成１９年度調定分（収入未済額３８５，０００円）については、平成１９年

６月に発生の本部庁舎損壊事件に係る損害弁償金であるが、平成２９年

度までに損害弁償金９２４，０００円のうち５３９，０００円が収納されている。

債務者とは都度面談して納入意思は確認しているものの、生活に困

窮し生活保護等を受けている状況であり、現在は損害弁償金を納付で

きないとのことであるが、定期に連絡を行い債務承認について記録化

するなど、債権の時効による消滅防止に努めている。

４ 職員の交通事故防止対策は、警務部教養課安全運転指導係により、

・専門知識を有する職員による交通事故防止教養等の実施

・初任科生に対する運転教養、二輪車運転指導・検定の実施

・警察車両運転免許受検者に対する教養・訓練の実施

・交通事故を惹起した職員に対する教養・実技講習の実施

・職員の交通事故防止意識の高揚を図るため、交通事故発生状況と特

徴の分析に基づく定期的な教養資料の作成・発出

などの諸対策を推進している。

特に、不注意による事故が多発していることから、職員一人一人に

交通事故防止への意識及び運転時の緊張感を持たせるため、本年度か

ら、各所属に安全運転指導者を指名し、教養課安全運転指導係と連携

を取りながら、本部主導の事故防止対策だけでなく、各所属において

も安全運転指導者が中心となって

・動画を使用した危険予測トレーニング

・若手職員に対する運転訓練

・職員の事故事例を基にした小集団検討会

などの交通事故防止意識の醸成を目的とした、事故防止対策を実施し

ている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

今 治 警 察 署 平成３０年３月１６日

（監査の結果）

１ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１８年度 １者 ７８９，９３１ 平成２９年度決算に
よる

２ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（８件）し、当該車

両及び相手方車両の毀損があった。

（措置の内容）

１ 平成１８年６月に発生の公用車両損傷に係る損害弁償金であるが、損

害弁償金７９９，９３１円のうち平成２９年度までに１０，０００円の収納となって

いる。

債務者は、損害弁償金の一部を納付後、一時所在不明となり追跡調

査を続けた結果、平成２８年９月、県内警察署での逮捕勾留中の債務者

を確認し支払誓約書を徴取した。平成３０年９月、現在の収容先である

刑務所に支払催促通知及び支払誓約書を郵送し、新たな支払誓約書を

徴取している。

今後も定期的に連絡を取りつつ資産の調査等も実施し、可能な限り

早期の収納に努めたい。

２ 職員による警察車両の交通事故防止については、次の施策を実施し

ている。

� 指導教養の徹底

朝礼、幹部会議、定例研修会、電子回覧等において、職員の交通

事故発生状況、事故形態分析による再発防止を含めた交通事故防止

について、反復継続した教養を実施している。
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� 実践的な事故防止訓練等の実施

教養課安全運転指導係による交通事故防止訓練の実施、自動車警

ら係員等に対するドライブレコーダーの画像を活用した事故防止教

養により、運転技術の向上等を図っている。

� 同乗者による確認の徹底

車両に同乗した際の走行時の安全確認、後退時の確実な誘導の徹

底について教養し、事故防止に努めている。

� 公用車の整備点検

朝礼終了後、稼働予定の車両について日常点検の実施と日常点検

整備実施簿の作成及び定期的な洗車を行うなど適正な公用車管理の

徹底を図っている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

松 山 東 警 察 署 平成３０年３月１６日

（監査の結果）

１ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２９年度 ４者 ４５９，７８４ 平成２９年度決算に
よる

２ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（８件）し、当該車

両及び相手方車両の毀損があった。

（措置の内容）

１ 損害弁償金の収入未済額のうち、平成２９年５月に発生の被留置者に

よる建造物損壊事案に係る損害弁償金であるが、損害弁償金２８，０８０円

について債務者より支払誓約書を徴取しているものの県外の刑務所に

移送され現在も服役中である。平成３０年７月に支払催促通知を送付し

ている。

今後も定期的に連絡を取りつつ資産の調査等も実施し、可能な限り

早期の収納に努めることとする。

このほか、平成２９年１１月に発生の未成年者によるパトカー損傷事案

（２台）に係る複数の債務者を有する損害弁償金であるが、損害弁償

金５２１，７０４円については法定代理人親権者を含めた債務弁済契約書を

平成３０年３月に締結している。平成３１年１月末時点で、

債務者甲にあっては２０８，６８１円中１１０，０００円を納入済、

債務者乙にあっては２０８，６８１円中１４５，０００円を納入済、

債務者丙にあっては１０４，３４２円中５０，０００円を納入済、である。

今後も定期的に連絡を取り可能な限り早期の収納に努めることとす

る。

２ 職員による警察車両の交通事故防止については、次の施策を実施し

ている。

� 幹部による指導教養及び注意喚起の徹底

朝礼、幹部会議等において、職員の交通事故発生状況、事故形態

分析による再発防止を含めた交通事故防止について、反復継続した

教養を幹部が実施している。また悪天候時や週末には注意喚起を継

続実施している。

� 職員による交通事故防止意識の高揚

朝礼時に職員による一口スピーチを実施し、交通事故の経験談や

防止策等を発表している。また、全職員が「えひめ無事故・無違反

１２３コンテスト」に参加することによりチームとして相互の事故防

止意識を高めている。

� 実践的な事故防止訓練等の実施

若手警察官を対象として安全運転に必要な知識・技能の習得を目

的とした運転実技訓練を実施し、運転技術の向上等を図っている。

� 同乗者による確認の徹底

同乗者にあっては走行時の安全確認や、後退時に降車しての確実

な誘導の徹底について教養し、事故の防止に努めている。

� 公用車の整備点検

朝礼終了後、全車両の日常点検の実施と日常点検整備実施簿の作

成及び定期的な洗車を行うなど適正な公用車管理の徹底を図ってい

る。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

松 山 南 警 察 署 平成３０年３月１６日

（監査の結果）

収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２８年度 １者 ７１０，８２２ 平成２９年度決算に
よる

（措置の内容）

平成２９年２月に発生した警察車両損壊（２台）に対する損害弁償金７１

０，８２２円であるが、債務者は、事案発生後、他県の刑務所に服役してい

たため、面会や配達証明での通知を重ね、平成２９年２月８日付で支払誓

約書を徴収した。平成２９年３月に納入通知書を発行し配達証明で発送し

たが、平成３１年１月末現在で入金の確認はできていない。

現在は他県の刑務所から別の刑務所に収容されており、刑終了予定日

は平成３０年１２月であったが、延期となったことを確認している。

今後も継続して所在の確認と支払催促を行い、早期の納入に努めるこ

ととする。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

八 幡 浜 警 察 署 平成３０年３月１６日

（監査の結果）

職員の不注意により警察車両による事故が発生（１件）し、相手方の

人的被害があったほか、当該車両及び相手方車両の毀損があり、県に多

額の損害を与えた。

（措置の内容）

職員の警察車両による交通事故については、次の施策で事故防止を図

っている。

１ 事故防止教養の徹底

朝礼、課長会議等において、幹部からその日の天候等を踏まえた交

通事故防止の教養、事故統計に基づいた再発防止に対する教養、防衛

運転の励行を継続して実施し、職員への浸透を図っている。

２ 事故防止意識の高揚

朝礼時に、交通事故防止に関する一口講話や交通事故防止の遵守事

項の唱和等を実施している。また、若手及びベテラン職員による小集

団検討会を実施するなど、職員の交通事故防止意識の高揚を図ってい

る。

３ 事故防止訓練の実施

日頃から車両を使用する機会の多い職員を対象にした四輪車及び二

輪車の運転訓練を実施し、交通事故を未然に防止するとともに運転技

術の向上を図っている。

４ 同乗者による確認の徹底

走行時による安全確認や後退時による確実な誘導の徹底について教

養し事故防止に努めている。

５ 車両点検の徹底

朝礼終了後、車両責任者等による公用車両の日常点検及び日常点検

整備実施簿への記載を実施し、車両の適正な管理の徹底を図っている。
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（平成３０年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

西条地区工業用水道
給水料金 １９７，９６６ ０ １９７，９６６

３ 病院事業

� 外来患者数が増加したことから、医業収益は増加している。また、

「愛媛県立病院中期経営戦略」（平成２８年３月策定）に基づく各種

施策に引き続き取り組んだこと等により、純利益については、前年

度を２億３，８８６万円上回る４億５，６４８万円を確保している。

しかしながら、累積欠損金は１９９億円に上り、また、企業債２７２億

円や一般会計等からの長期借入金９３億円など、負債が資産を上回る

債務超過の状況になっており、依然として厳しい財政状態が続いて

いる。

病院事業を取り巻く環境は、医師不足などを背景に厳しい状況に

あると思われるが、中央・今治・南宇和・新居浜の４病院が、国の

医療制度改革や本県の地域医療構想との連携を図りつつ地域の中核

病院として高度で良質な医療を安定的に供給するとともに、引き続

き経営健全化に取り組まれたい。

また、平成２８年３月に策定された「愛媛県立病院中期経営戦略」

（平成２８～３２年度）に示されている

・ドクターヘリを活用した救急医療体制の強化

・今治病院及び新居浜病院でのＤＰＣ（包括医療費支払制度）導入

に伴う診療の標準化、平均在院日数の短縮化等による診療単価の

アップ

・新居浜病院での整形外科再開に伴う診療機能や緊急手術への対応

機能の強化

・南宇和病院での地域包括ケア病床の効率的な運営

・後発医薬品の使用拡大 等

具体的な取り組みについては、おおむね順調に実施されており、平

成２９年度の病院事業決算は、平成２２年度から８年連続で経常黒字を

計上している。

しかしながら、未処理欠損金が多額であるなど、経営内容が厳し

い状況は依然として続いており、新居浜病院の建替えや今治病院の

建替えを含めた施設の老朽化対策など多額の資金を必要とする施設

の整備計画を進めていくためには、健全経営による資金の確保が重

要であることから、引き続き経営の健全化と経営体質の強化に努め

られたい。

� 個人医業未収金（納期到来分）について、早期回収に、引き続き

努められたい。

（平成３０年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

中央病院 ２６９，００８，８０９ ５５，０１４，３４６ ３２４，０２３，１５５

今治病院 ３１，５９０，８１７ １５，８４３，９５８ ４７，４３４，７７５

南宇和病院 １５，７３２，３１２ １，８６４，６８４ １７，５９６，９９６

新居浜病院 ４４，７１５，４０９ ７，０９６，２６１ ５１，８１１，６７０

計 ３６１，０４７，３４７ ７９，８１９，２４９ ４４０，８６６，５９６

� 医業外未収金（納期到来分）について、早期回収に、引き続き努

められたい。

（平成３０年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

中央病院 ８１９，１８８ ２，３００，４９８ ３，１１９，６８６

今治病院 １１２，２５７ ８６，０７１ １９８，３２８

南宇和病院 ４９，９９０ ３０，９００ ８０，８９０

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

宇 和 島 警 察 署 平成３０年３月１６日

（監査の結果）

収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２３年度 １者 ２１０，０００ 平成２９年度決算に
よる

（措置の内容）

公務執行妨害並びに道路交通法違反事件に係る公有財産（公用車両）

損害弁償金の未収入金であり、債務者に対し電話による支払催促を行っ

ており、債務者は毎年、少額ではあるが損害弁償金を納めている。

平成３０年度においては、６月に１０，０００円、１０月に１０，０００円と２回の収

納があり、現在の収入未済金は１９０，０００円で、今後も引き続き債務者と

連絡を取りながら早期の収納に努めることとする。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

公 営 企 業 管 理 局

総 務 課 平成３０年６月１４日

発 電 工 水 課 〃

県 立 病 院 課 〃

松 山 発 電 工 水 管 理 事 務 所 平成３０年６月１３日

今治地区工業用水道管理事務所 平成３０年６月１３日

西条地区工業用水道管理事務所 平成３０年６月８日

中 央 病 院 平成３０年６月１４日

今 治 病 院 平成３０年６月１３日

南 宇 和 病 院 平成３０年６月１１日

新 居 浜 病 院 平成３０年６月８日

（監査の結果）

１ 電気事業

畑寺発電所発電電力の売電契約に係る未収金について、適切な債権

管理に努められたい。

（平成３０年３月３１日現在 単位：円）

調定年度 債務者数 未収金 備 考

２７年度 １者 ５４，９７１，８８２ 平成２９年度決算に
よる

２ 工業用水道事業

� 松山・松前地区工業用水道事業については、給水能力と同量の契

約給水量を確保しており、経営成績は安定している。

今治地区工業用水道事業についても、給水能力と同量の契約給水

量の確保により経営成績自体は安定している。しかしながら、実績

給水率（契約給水量に対する実績給水量の比率）は依然として低調

であることから、給水契約の維持や新規需要の開拓など、事業の安

定を持続させるための取組が望まれる。

また、西条地区工業用水道事業については、前年度に引き続き純

利益を計上したものの、長期借入金と企業債を合わせると２０６億円

の借入残高があり、依然として厳しい財政状態にあることから、引

き続き企業立地の促進支援や既受水企業等への売水促進活動の一層

の強化等による新規需要の開拓等に努力を払われたい。

� 営業未収金（納期到来分）について、適切な債権管理と早期回収

に、引き続き努められたい。
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新居浜病院 ３２８，２６５ ６５，３４０ ３９３，６０５

計 １，３０９，７００ ２，４８２，８０９ ３，７９２，５０９

� 廃止された三島病院及び北宇和病院に係る個人医業未収金及び医

業外未収金について、適切な債権管理と早期回収に、引き続き努め

られたい。

（平成３０年３月３１日現在 単位：円）

区 分 個人医業未収金
�

医業外未収金
�

未 収 金 合 計
�＋�

旧三島病院 １４，７１９，２７４ ４５，０２０ １４，７６４，２９４

旧北宇和病院 ２００，０００ ０ ２００，０００

計 １４，９１９，２７４ ４５，０２０ １４，９６４，２９４

（措置の内容）

１ 電気事業

債務者について、破産管財人による破産手続きが開始され、全額の

回収には至らなかったが、１３，０９５，９２０円について配当があった。残額

の４１，８７５，９６２円については、破産手続が終結したことから不納欠損処

理を行った。

（平成３１年３月３１日現在 単位：円）

調定年度 債務者数 未収金 平成３０年３月３１日
現在の未収金

２７年度 ０者 ０ ５４，９７１，８８２

２ 工業用水道事業

� 今治地区工業用水道事業については、主要な施設を共有している

今治市と、上水道事業との連携による経営改善方策について協議を

行うとともに、あらゆる角度から経営改善に積極的に取り組むこと

としている。

西条地区工業用水道事業については、経営基盤の安定化を図るた

め、「西条地区工業用水売水促進班」の活動を通じ、引き続き工業

用水の需要拡大に努めているところである。

� 西条地区工業用水道事業未収金２件のうち、１件・１７３，２９６円に

ついては、債務者から徴した支払計画書に則して分割払いによる回

収を続けた結果、平成３０年４月２６日に完済となった。

他の１件・２４，６７０円については、消滅時効期間が経過し時効が完

成したことから不納欠損処理を行った。

今後とも、工業用水道料金の適期収入に留意し、未収金の発生防

止に努めたい。

（平成３１年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

平成３０年３月
３１日現在の未
収金

西条地区工
業用水道給
水料金

０ ０ ０ １９７，９６６

３ 病院事業

� 県立病院の経営状況について、平成２２年度から２９年度まで連続８

年間黒字を維持し、前年度を２億３，８８６万円上回る４億５，６４８万円を

確保しているものの、多額の累積欠損金を抱えているなど、依然と

して厳しい財政状況となっている。

また、国においては医療制度改革を進めていることから、県にお

いても、今後の人口減少や少子高齢化の急速な進展を見据えた対応

が求められており、県立病院を取り巻く環境は、今後急激な変化が

予想されている。

このため、平成２７年４月に公営企業管理者、保健福祉部長、総務

部長、４県立病院長で組織した「県立病院機能強化検討委員会」を

設置し、国の医療提供体制や地域医療構想を前提とし、医療現場の

声を十分に反映させるほか、医療圏域ごとに異なる医療資源や医療

需要の動向を踏まえた議論を行い、平成２８年３月「愛媛県立病院中

期経営戦略」を策定し、同戦略に基づく各種施策を実施した。

こうした中、平成２９年２月にドクターヘリの運航が開始されたこ

とから、県立中央病院を核にドクターヘリを活用した救急医療体制

の充実を図っているほか、建設から長期間が経過した県立新居浜病

院及び今治病院については施設の老朽化対策の検討を進めることと

し、特に老朽化が著しい県立新居浜病院については建替えの方針が

示され、平成２８年度に整備基本計画を策定し、平成２９年度にデザイ

ンビルド手法による事業者を決定するとともに事業契約を締結した。

平成３０年度は設計業務を行うこととしており、平成３３年度（２０２１年

度）の新病院開院に向け、引き続き事業を着実に進めていく。

県立病院には地域の中核病院として、高度で良質な医療を安定的

に供給することが求められており、そうした地域に必要な医療を継

続して提供し、なおかつ健全経営を確保していくため、一層の医師

確保に努力するほか、中期経営戦略に規定された各種戦略の着実な

実践に努めたい。

� 平成３０年度は、弁護士事務所に委任している「訪問督促」業務を

引き続き実施したほか、未収金回収業務の更なる強化を図るため、

赤色を基調とした封筒により弁護士法人への移管予告通知を行うこ

ととした。

今後とも、各病院の担当者や弁護士事務所と連携を図りながら、

積極的な回収に取組むとともに、各都道府県における効果的な取組

みを参考に、更なる回収業務の効率化を図りたい。

（平成３１年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

平成３０年３月
３１日現在の未
収金

中央病院 ２６４，６７１，７４６ ６４，８１７，４８８ ３２９，４８９，２３４ ３２４，０２３，１５５

今治病院 ３０，０００，２９７ １７，９３８，３４６ ４７，９３８，６４３ ４７，４３４，７７５

南宇和病院 １３，５４４，１７７ ４，３７５，５２０ １７，９１９，６９７ １７，５９６，９９６

新居浜病院 ４３，２５７，５３１ １６，０９４，２３６ ５９，３５１，７６７ ５１，８１１，６７０

計 ３５１，４７３，７５１ １０３，２２５，５９０ ４５４，６９９，３４１ ４４０，８６６，５９６

� 医業外未収金についても、個人医業未収金と同様に、各病院の担

当者や弁護士事務所と連携を図りながら、積極的な回収に取り組む

とともに、更なる回収業務の効率化を図りたい。

（平成３１年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

平成３０年３月
３１日現在の未
収金

中央病院 ７６０，５０４ ４，０５０，６１０ ４，８１１，１１４ ３，１１９，６８６

今治病院 ９４，３２０ ３７８，１８０ ４７２，５００ １９８，３２８

南宇和病院 ４０，８７０ ５６，７６５ ９７，６３５ ８０，８９０

新居浜病院 ２８２，７８９ ３８７，５００ ６７０，２８９ ３９３，６０５

計 １，１７８，４８３ ４，８７３，０５５ ６，０５１，５３８ ３，７９２，５０９

� 三島病院に係る個人医業未収金については、既に時効期間が経過

しているが、粘り強く督促等を行うとともに、回収不能と判断され

た債権については、不納欠損処分を行っており、今後とも未収金の

削減に努めたい。

なお、北宇和病院に係る個人医業未収金については、平成３０年度

中に残額の支払いがあり完納となった。

旧三島病院 （平成３１年３月３１日現在 単位：円）

区 分 未収金 平成３０年３月３１日現在
の未収金

個人医業未収金 ９，６３５，４７４ １４，７１９，２７４

医業外未収金 １９，８４０ ４５，０２０

計 ９，６５５，３１４ １４，７６４，２９４
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選挙管理委員会告示

労働委員会告示

�愛媛県選挙管理委員会告示第３１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

令和元年９月１３日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１７０，５９３

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，４１２

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４６，３２５

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

�愛媛県労働委員会告示第１号
労働委員会規則（昭和２４年中央労働委員会規則第１号）第６８条第１項の規定により、あっせん員候補者を次のとおり公示する。

令和元年９月１３日

愛媛県労働委員会

会 長 村 田 毅 之

愛媛県労働委員会あっせん員候補者名簿

旧北宇和病院 （平成３１年３月３１日現在 単位：円）

区 分 未収金 平成３０年３月３１日現在
の未収金

個人医業未収金 ０ ２００，０００

医業外未収金 ０ ０

計 ０ ２００，０００

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４３，８３０ １４，６１０

南 宇 和 郡 １９，０５６ ６，３５２

松山市・上浮穴郡 ４３９，８４０ １３９，９７４

今 治 市 ・ 越 智 郡 １４０，９２８ ４６，９７６

宇和島市・北宇和郡 ７７，９２７ ２５，９７６

八幡浜市・西宇和郡 ３７，９０６ １２，６３６

新 居 浜 市 １００，６７７ ３３，５５９

西 条 市 ９２，０３８ ３０，６８０

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５１，４３８ １７，１４６

伊 予 市 ３１，５５０ １０，５１７

四 国 中 央 市 ７４，０８７ ２４，６９６

西 予 市 ３２，８９４ １０，９６５

東 温 市 ２８，４２２ ９，４７４

氏 名 現 職 又 は 地 位 委員経歴 委嘱年月日

村 田 毅 之 愛媛県労働委員会会長
松山大学法学部教授

３５期
３９～４４期 令和元年９月４日

大 熊 伸 定 愛媛県労働委員会会長代理
弁護士 ４２～４４期 〃

小 田 敬 美 愛媛県労働委員会委員
愛媛大学法文学部・法文学研究科教授 ４２～４４期 〃

大 野 圭 介 愛媛県労働委員会委員
弁護士 ４２～４４期 〃

武 智 雅 子 愛媛県労働委員会委員
特定社会保険労務士 ４３～４４期 〃

砂 田 篤 志 愛媛県労働委員会委員
愛媛県私鉄労働組合連合会副会長 ４０～４４期 〃

若 宮 強 愛媛県労働委員会委員
自治労愛媛県本部特別執行委員 ４０～４４期 〃

菊 池 順 子 愛媛県労働委員会委員
元連合愛媛女性委員会副委員長 ４２～４４期 〃

弓 立 浩 二 愛媛県労働委員会委員
連合愛媛会長 ４２～４４期 〃
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菅 勝 幸 愛媛県労働委員会委員
連合愛媛副会長・ＵＡゼンセン愛媛県支部長 ４３～４４期 〃

伊勢家 勝 正 愛媛県労働委員会委員
株式会社伊勢屋商店代表取締役社長 ４０～４４期 〃

大 西 宏 昭 愛媛県労働委員会委員
愛媛県経営者協会専務理事 ４２～４４期 〃

柴 田 智 恵 愛媛県労働委員会委員
有限会社大豊陸送代表取締役社長 ４３～４４期 〃

本 田 美 紀 愛媛県労働委員会委員
有限会社オルソ本田取締役 ４４期 〃

� 倉 靖 愛媛県労働委員会委員
住友化学株式会社愛媛工場総務部長 ４４期 〃

松 本 靖 愛媛県労働委員会事務局長 ― 平成３１年４月１日

金 繁 宏 規 愛媛県労働委員会事務局次長 ― 平成３０年４月１日

宮 田 信 泉 愛媛県労働委員会事務局審査調整課長 ― 平成３１年４月１日

令和元年９月１３日 発行
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